
公益法人
の区分

国所管、県所
管の区分

応札、応
募者数

（該当なし）

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財形第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

【競争入札】

備考

※公益法人の区分において、「公財」は公益財団法人、「公社」は公益社団法人、「特財」は特例財団法人、「特社」は特例社団法人をいう。

公共工事の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称、住所、法人番

号

一般競争入札・指
名競争等の別（総
合評価の実施）

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率（％）
公益法人の場合



公益法人
の区分

国所管、県所
管の区分

応札、応
募者数

奈良第三地方合同庁舎　地下雨
水ピット排水ポンプ取替

奈良労働局支出負担行為担当官
安達　公克
奈良市法蓮町387

令和3年12月7日
奈良市法蓮町152-1

福井水道工業株式会社
8150001002097

会計法29条の3第4項
予決令第99条第2号 1,196,404 1,196,404 100%

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財形第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

【随意契約】

公益法人の場合
備考

※公益法人の区分において、「公財」は公益財団法人、「公社」は公益社団法人、「特財」は特例財団法人、「特社」は特例社団法人をいう。

公共工事の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称、住所、法人番

号

随意契約によることと
した会計法例の根拠
条文及び理由（企画
競争又は公募）

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率
（％）

再就職
役員数
（人）



公益法人
の区分

国所管、県所
管の区分

応札、応
募者数

ワイヤレスマイクの増設
奈良労働局支出負担行為担当官
安達　公克
奈良市法蓮町387

令和3年12月24日
株式会社サミーシステム
奈良市三条宮前町1-20

3150001002969
一般競争（最低価格） 1,822,353 1,199,000 66% — — —

コロナ対策用物品の購入
奈良労働局支出負担行為担当官
安達　公克
奈良市法蓮町387

令和4年1月14日

株式会社巴商事
奈良県吉野郡下市町大字新住

256
4150001016027

一般競争（最低価格） 1,080,799 997,700 92% — — —

助成金センターの書庫拡張
奈良労働局支出負担行為担当官
安達　公克
奈良市法蓮町387

令和4年1月18日
株式会社サミーシステム
奈良市三条宮前町1-20

3150001002969
一般競争（最低価格） 3,757,039 2,987,710 80% — — —

シュレッダー等事務用品の購入
奈良労働局支出負担行為担当官
安達　公克
奈良市法蓮町387

令和4年1月21日
株式会社ヤナギビジネス

奈良県桜井市大字粟殿468-15
5150001009608

一般競争（最低価格） 4,294,193 3,084,983 72% — — —

※公益法人の区分において、「公財」は公益財団法人、「公社」は公益社団法人、「特財」は特例財団法人、「特社」は特例社団法人をいう。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財形第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

【競争入札】

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号

又は名称、住所、法人番号

一般競争入札・指名
競争等の別（総合評

価の実施）

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率（％）
公益法人の場合

備考



公益法人
の区分

国所管、県所
管の区分

応札、応
募者数

スキャナー等事務用品の購入
奈良労働局支出負担行為担当官
安達　公克
奈良市法蓮町387

令和4年1月14日

株式会社巴商事
奈良県吉野郡下市町大字新

住256
4150001016027

予決令第９９条第３号 1,264,789 1,259,541 100%

　

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財形第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

【随意契約】

※公益法人の区分において、「公財」は公益財団法人、「公社」は公益社団法人、「特財」は特例財団法人、「特社」は特例社団法人をいう。

再就職
役員数
（人）

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号

又は名称、住所、法人番号

随意契約によることとした会計
法例の根拠条文及び理由（企

画競争又は公募）

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率
（％）

公益法人の場合
備考


